
 川俣町とのこれまでの連携蓄積をもとに、総合⼤学としての
研究⼒・教育⼒・発信⼒を活かしつつ、近畿⼤学の総⼒を
挙げて、“オール近⼤”で事業を実施する（2021〜2025年度）

 5つの重点分野（A︓農業・⾷、B︓原⼦⼒・除染・リスク
コミュニケーション、C︓観光、D︓集落復興・コミュニティ再⽣、
E︓SDGs）を設定し、川俣町を拠点に、学⽣、地域関係者
の双⽅を対象とした教育研究プログラムを開発し、⼩中学⽣〜
社会⼈までの様々なターゲットに対して適⽤（実施）する

事業概要

地域（川俣町）との連携体制の構築、
及び、5年間の⼈材育成⽬標

第3段階
（2021～2025年度）

「大学等の「復興知」を活用した

人材育成基盤構築事業」の

事業期間

川俣町

教職員が中心となった復興支援

（除染研究、心身ケア、風評被害対

策等）。学生の関与は限定的

教職員に加え、学生が本格的に参

画。川俣町の事業者との連携機会

も増加し、相互の連携ネットワーク

が拡大

教職員、学生等の参画がより増加

し、「オール近大」での連携を継

続・発展。また、より多くの町内関

係者を巻き込みつつ、人材育成基

盤や関連する教育研究プログラ

ムを構築することで、さらなる復興

の進展を目指す

第2段階
（2018～2020年度）

「大学等の「復興知」を活用した

福島イノベーション・コースト構想

促進事業」の事業期間

第1段階
（2011～2017年度）
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震災発生から10年

 a)学⽣、b)地域関係者の双⽅を対象とした教育研究プロ
グラムを開発し、様々なターゲットに対して適⽤（実施）する

 SDGsや持続可能社会の構築への理解・マインドを有し、
かつ、震災復興や福島イノベーション・コースト構想の
実現に寄与する多種多様な専⾨性を有する未来志向
の「復興⼈材」の育成・集積を図る

 「川俣町発 復興⼈材育成検討会」の開催等を通じて、
川俣町関係者（役場、事業者、住⺠、学校関係者 等）
との連携体制を構築する

【連携体制】

【⼈材育成⽬標】

育成する人材像（復興人材）のイメージ
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教育研究プログラムの開発・実施
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※ターゲットのうち、大学生は主として近畿大学の学生を想定。大学生以外は、主として他の川俣町在住者等を想定
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復興人材

SDGsや持続可能社会の構築への理解・マインド 【どの専門分野においても必須かつ重要な項目】

高度な専門性を有する「復興人材」を育成・集積

川俣町・近畿⼤学の連携による復興関連活動の進展

これまでの主な活動・成果
1 ⼈材育成⽬標の設定
川俣町関係者との連携体制の構築、⼈材育成⽬標の設定

2 教育研究プログラムの開発・実施
※座学、演習、フィールドワーク、共同研究、商品開発等の形態で実施

A︓農業・⾷関連
（かわまたジェラート・かわまたバーガー・アンスリウムスイーツ等の
商品開発、農業インターンシップの実施、熱帯果樹や薬⽤
植物等の試験栽培 等）

B︓原⼦⼒・除染・リスクコミュニケーション関連
（野⽣キノコの採取、放射線測定 等）

C︓観光関連
（フードツーリズムの開発、コーヒーフェスティバルの開催 等）

D︓集落復興・コミュニティ再⽣関連
（サイクルツーリズムの充実、サイクルロゲイニングのイベント開催、
地域ワークショップの実施 等）

E︓SDGs関連
（SDGs探究授業⽤のデジタル教材の作成、授業の実施 等）

その他︓⼤学・地域連携学講座（役場職員との勉強会）、
川俣町×近畿⼤学 復興連携フェスタの開催、
インターンシップ（農業、⺠泊）、町広報誌でのPR 等

3 市町村分科会
川俣町分科会の幹事校を担当

⼈材育成のターゲット・プロセスと育成する⼈材像（復興⼈材）のイメージ

近畿⼤学
“オール近⼤”川俣町発・復興⼈材育成プロジェクト

本パネルは（公財）福島イノベーション・コースト構想推進機構「2024年度⼤学等の「復興知」を活⽤した⼈材育成基盤構築事業」の⼀環で、近畿⼤学が作成しました（事業名︓“オール近⼤”川俣町発・復興⼈材育成プロジェクト）
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